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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第87期

第３四半期連結
累計期間

第88期
第３四半期連結
累計期間

第87期
第３四半期連結
会計期間

第88期
第３四半期連結
会計期間

第87期

会計期間

自  平成21年
    ４月１日
至  平成21年
    12月31日

自  平成22年
    ４月１日
至  平成22年
    12月31日

自  平成21年
    10月１日
至  平成21年
    12月31日

自  平成22年
    10月１日
至  平成22年
     12月31日

自  平成21年
      ４月１日
至  平成22年
     ３月31日

売上高 (百万円) 113,002 125,465 42,537 47,833 145,778

経常利益 (百万円) 2,267 1,646 717 954 2,550

四半期(当期)純利益 (百万円) 994 618 308 862 1,086

純資産額 (百万円) ― ― 18,308 18,207 18,538

総資産額 (百万円) ― ― 73,465 86,466 64,301

１株当たり純資産額 (円) ― ― 168.96 168.52 170.61

１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 9.40 5.85 2.91 8.18 10.27

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ― 　　― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 24.3 20.5 28.1

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △4,922 △11,900 ― ― 2,326

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △3,980 △2,157 ― ― △4,515

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 8,733 15,065 ― ― 1,142

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) ― ― 3,546 3,652 2,672

従業員数 (人) ― ― 2,818 2,700 2,909

(注)　1.売上高には、消費税等は含まれておりません。

　　　2.潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記

載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事

業の内容に重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

　 平成22年12月31日現在

従業員数(人) 2,700　(745)

(注) 1.従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は（　）内に当第３四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載し

ております。　

     2.臨時従業員数が当第３四半期連結会計期間において357名増加しております。主な理由はK＆U.Enterprise　

     Co.,Ltd.等の関係会社の臨時従業員の増によるものです。

　
(2) 提出会社の状況

　 平成22年12月31日現在

従業員数(人) 536　(89)

(注) 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は（　）内に当第３四半期会計期間の平均人員を外数で記載して

おります。　
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産・仕入、受注及び販売の状況】

(1) 生産・仕入実績

当第３四半期連結会計期間における生産・仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のと

おりであります。
　

セグメントの名称 金額(百万円) 前年同四半期比(％)

水産商事 23,986 ─

冷凍食品 7,242 ─

常温食品 2,773 ─

物流サービス ─ ─

鰹・鮪 5,507 ─

その他 ─ ─

合計 39,510 ─

(注) 1  セグメント間取引については、相殺消去しております。
2  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　
(2) 受注実績
　　　受注生産は行っておりません。

　
(3) 販売実績

当第３四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。
　

セグメントの名称 金額(百万円) 前年同四半期比(％)

水産商事 25,409 ―

冷凍食品 12,217 ―

常温食品 3,360 ―

物流サービス 857 ―

鰹・鮪 5,968 ―

その他 20 ―

合計 47,833 ―

(注) 1  セグメント間取引については、相殺消去しております。

2  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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２ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結会計期間における、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項

のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に

記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

　　なお、重要事象等は存在しておりません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループ(当社及び連結子会社)が

判断したものであります。
　
(1)経営成績の分析

当第３四半期連結会計期間におけるわが国経済は、新興国の経済成長や政府の景気刺激策を受けて、一

部の業種において企業業績に改善の兆しが見られましたが、為替レート、株価の変動、厳しい雇用情勢な

ど先行きに対する見通しは依然として不透明な状況が続きました。

水産・食品業界においても、消費者の生活防衛意識から節約志向、低価格志向が定着しつつあり、個人

消費の低迷が続く厳しい展開となりました。

このような状況のもとで、当社グループは消費者に安心・安全な食品を提供することを責務とし、更に

グローバル戦略と加工戦略の推進による事業基盤の強化と収益の確保を重視し、積極的かつ効率的な運

営に努めました。

当第３四半期連結会計期間における当社グループの売上高は478億33百万円(前年同四半期比12.5％

増)、営業利益は８億95百万円(前年同四半期比26.3％増)、経常利益は９億54百万円(前年同四半期比

33.1％増)となりました。また特別利益として投資有価証券評価損戻入益が発生したことなどにより、四

半期純利益は８億62百万円(前年同四半期比180.0％増)となりました。

セグメント別業績は次の通りです。

①水産商事事業

水産商事事業セグメントでは、買付けた各種水産物を加工用原料として販売するのみならず、かれい、

ほっけ、さば、鮭などはフィレや切り身製品に、かにやエビもムキ身加工などをほどこし、付加価値をつけ

ての販売に注力したことにより、売上、利益とも前年同四半期を上回りました。

この部門の売上高は254億９百万円、営業利益は７億63百万円となりました。

②冷凍食品事業

冷凍食品事業セグメントにおける水産冷凍食品では、大手回転寿司チェーンや量販店など取引先との

取組み強化に努めた寿司種商材や、タイにある協力工場の生産体制を増強した骨なしの切身、焼魚、煮魚

などを中心に拡販に注力した結果、売上・利益ともに前年同四半期を上回りました。一方、調理冷凍食品

は主力商材である、かに風味かまぼこの販売ルート拡大や海老加工品の年末販売伸長などにより、売上・

利益ともに前年同四半期を上回りました。

この部門の売上高は122億17百万円、営業利益は2億50百万円となりました。
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③常温食品事業

常温食品事業セグメントでは、資材の値上りなど利益圧迫の傾向が一層増加している中、主力の水産缶

詰や海産物珍味などを中心に拡販及び新規商材の開発に努めた結果、売上はほぼ前年同四半期並、利益は

前年同四半期を若干下回りました。

この部門の売上高は33億60百万円、営業利益は79百万円となりました。

④物流サービス事業

物流サービス事業セグメントにおける冷蔵倉庫事業では、営業力強化と事業の効率化に努めた結果、売

上、利益ともに順調に推移しましたが、冷蔵運搬船事業は、天候不順による中南米産バナナの生産量の落

ち込みが続くなどの影響から、依然として国際的に荷動きの乏しい状態が続き、海運市況の低迷から脱す

ることができず、損失計上となりました。

この部門の売上高は８億57百万円、営業損失は１億75百万円となりました。

⑤鰹・鮪事業

鰹・鮪事業セグメントにおけるかつお・まぐろ製造加工及び販売は、漁獲、養殖、買付輸入など多岐に

渡る原料調達ルートの確保、冷凍だけでなくフレッシュやチルドでの商品供給など一貫体制をより強化

した結果、売上・利益ともに前年同四半期を上回りました。一方、海外まき網事業では、売上は前年同四半

期並でしたが、かつおの魚価低迷や経費の増加により利益は前年同四半期を下回りました。本まぐろの養

殖事業は、２年目の活け入れ分の販売に入り、ほぼ予定どおりに推移しています。　

この部門の売上高は59億68百万円、営業利益は74百万円となりました。

　
(2)財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ221億64百万円増加し864億66百万

円となりました。

流動資産は売掛金、商品及び製品が増加したことなどにより、前連結会計年度末に比べ206億87百万円

増加し、656億41百万円となりました。固定資産は連結子会社の増加に伴う有形固定資産の増加などによ

り、前連結会計年度末に比べ14億77百万円増加し、208億25百万円となりました。

負債合計は、買掛金や借入金が増加したことなどにより、前連結会計年度末に比べ224億95百万円増加

し、682億58百万円となりました。

純資産は、評価・換算差額等合計が、前連結会計年度末に比べ３億６百万円減少した影響などにより、

182億７百万円となりました。

この結果、自己資本比率は20.5％(前連結会計年度末比7.6ポイント減)となりました。

　　
(3)キャッシュ・フローの状況の分析

当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、第２四半期会計期間末より１億44百万

円増加し、36億52百万円となりました。当第３四半期連結会計期間における各キャッシュフローの状況は

下記のとおりとなります。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

前年同四半期連結会計期間に比べ22億１百万円支出が増加し、△49億38百万円となりました。主な要因

は売上債権が増加したことによるものです。
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(投資活動によるキャッシュ・フロー)

前年同四半期連結会計期間に比べ11億87百万円支出が減少し、△３億96百万円となりました。主な要因

は固定資産の取得による支出や投資有価証券の取得による支出の減少によるものです。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

前年同四半期連結会計期間に比べ３億51百万円収入が増加し、54億80百万円となりました。主な要因は

短期借入金の純増によるものです。

　
(4)事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更

及び新たに生じた課題はありません。

当社は株式会社の支配に関する基本方針として『当社株式の大規模買付行為への対応方針(買収防衛

策)』を定めており、その内容等は下記のとおりであります。

当社は、平成20年６月26日開催の第85回定時株主総会において当社株式の大規模買付行為への対応方

針(買収防衛策)について平成23年開催の定時株主総会終結の時まで継続することをご承認いただいてお

ります。 

当該方針の概要は下記のとおりですが、詳細につきましては当社ホームページ掲載の「当社株式の大

規模買付行為への対応方針(買収防衛策)の継続に関するお知らせ」本文をご参照ください。

(参考URL　http://www.kyokuyo.co.jp/ir/pdf/boueisaku20.pdf)

①基本方針の概要

当社取締役会は、大規模買付行為がなされた場合に、これに応じて当社株式の売却を行うかどうか

は、最終的には当社株主の皆様の判断に委ねられるべきものと考えます。   

また、当社株主の皆様が当該買付に応じるか否かについて適切な判断を行うためには、大規模買付者

からの十分な情報が提供される必要があるとともに、このような大規模買付行為が当社グループの経

営に与える影響、大規模買付者が考える当社グループの経営方針や事業計画の内容、そして取引先の皆

様や従業員等の当社グループを取り巻く多くの関係者に対する影響等も、大規模買付行為を受け入れ

るかどうかを決定するにあたっての重要な判断材料であると考えます。

従いまして、当社取締役会としましては、大規模買付行為に関する情報が大規模買付者から提供され

た後、株主の皆様の判断のために、必要な時間や情報の確保、大規模買付者との交渉などを行う必要が

あると考えています。 

②取組みの内容 

ア.企業価値向上への取組み 

当社は企業理念として、人間尊重を経営の基本に、健康で心豊かな生活と食文化に貢献し、社会と共

に成長することを目指しております。その実現のため水産物を中心に、これに関連する周辺分野を視野

に入れ、総合食品会社として成長するとともに、安心・安全な食品の供給と環境保全を経営の重点課題

とし、内部統制システムを整備し企業倫理の徹底、法令の遵守、情報の共有化を進め、的確な情報開示に

よる透明度の高い事業運営を行うことにより企業価値を高め、社会に貢献してまいります。 
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イ.不適切な者によって支配されることを防止する取組み

当社取締役会は、上記の基本的な考え方に立ち、大規模買付行為についての情報収集、並びに検討期

間及び代替案の提示の機会の確保を目的として、当社株式の大規模買付行為に関するルール(以下「大

規模買付ルール」といいます。)を設定し、大規模買付者に対して大規模買付ルールの遵守を求めます。

大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しない場合には、当社取締役会として一定の措置を講じる方

針です。 

ウ.取締役会の判断及びその判断に係る理由 

大規模買付ルールは基本方針のとおり当社株式等に対する大規模買付行為がなされた際に当該大規

模買付に応じるべきか否かを株主の皆様がご判断し、あるいは当社取締役会が代替案を提示するため

に必要な情報や期間を確保し、株主の皆様のために大規模買付者と交渉を行うこと等を可能とするこ

とにより、当社の企業価値・株主共同の利益を確保し、向上させるという目的をもって導入されたもの

です。 

本方針の有効期間は平成23年開催の定時株主総会終結の時までとしますが、有効期限の満了前で

あっても、当社株主総会において本方針を廃止する旨の決議が行われた場合、本方針はその時点で廃止

されるものとします。従いまして、本方針の導入及び廃止には、株主の皆様のご意思が十分反映される

仕組みとなっています。

当社取締役会の恣意的判断を排除するため、対抗措置の発動等を含む本方針の運用に関する決議及

び勧告を客観的に行う取締役会の諮問機関として独立委員会を設置し、必要に応じ独立委員会の判断

の概要について株主の皆様に情報開示を行うこととし、当社の企業価値・株主共同の利益に資するよ

う本方針の透明な運営が行われる仕組みを確保しています。 

本方針は当社取締役会により廃止することができるものとされていることから、デッドハンド型買

収防衛策ではありません。また当社は取締役の任期について期差任期制を採用していないため、本方針

はスローハンド型買収防衛策でもありません。

　　
（5）研究開発活動

当第３四半期連結会計期間の研究開発費の総額は59百万円であります。

　
（6）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し、今後の方針について

当社グループは企業理念として、人間尊重を経営の基本に、健康で心豊かな生活と食文化に貢献し、社

会とともに成長することを目指しております。その実現のために引き続き消費者に安心・安全な食品の

提供を心がけるとともに、中期経営計画『キョクヨーグループ チャレンジ2012』のもと、水産商事事業、

冷凍食品事業、常温食品事業、物流サービス事業、鰹・鮪事業の既存５事業を柱に、当社グループの有する

独自性・優位性を一層強化し収益安定化を確固たるものとするとともに、成長の期待される関連分野へ

も積極的な姿勢で取り組んでまいります。また、内部統制システムを整備し企業倫理の徹底、法令の遵守、

情報の共有化を進め、的確な情報開示による透明度の高い事業運営を行うことにより企業価値を高め、社

会に貢献してまいります。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第３四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、除

却等について、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。

また、当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありま

せん。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 437,000,000

計 437,000,000

　

② 【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成22年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成23年２月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 109,282,837109,282,837
東京証券取引所
（市場第一部）

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式。
単元株式数は1,000株であり
ます。

計 109,282,837109,282,837― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

　
(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成22年12月31日 － 109,282－ 5,664 － 742

　

　
(6) 【大株主の状況】

大量保有報告書の写しの送付がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま

せん。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   平成22年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式　　4,184,000

―
権利内容に何ら限定のない当
社における標準となる株式

完全議決権株式(その他) 普通株式　104,893,000104,893 同上

単元未満株式 普通株式　　　205,837 ― 同上

発行済株式総数 109,282,837― ―

総株主の議決権 ― 104,893 ―

(注)　1　上記「完全議決権株式（その他）」の中には、証券保管振替機構名義の株式が12,000株（議決権12個）

　含まれております。

2　「単元未満株式」の中には、当社所有の自己株式693株が含まれております。

　

　
② 【自己株式等】

    平成22年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）

株式会社　極洋
東京都港区赤坂
三丁目３番５号

4,184,000― 4,184,000 3.82

計 ― 4,184,000― 4,184,000 3.82

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高(円) 199 189 187 185 181 180 192 174 181

最低(円) 188 175 178 176 175 174 156 158 172

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

　　前事業年度の有価証券報告書提出後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第３四半期連結会計期間(平成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び前第３四半期連結

累計期間(平成21年４月１日から平成21年12月31日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当

第３四半期連結会計期間(平成22年10月１日から平成22年12月31日まで)及び当第３四半期連結累計期間

(平成22年４月１日から平成22年12月31日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間(平成21年10月１

日から平成21年12月31日まで)及び前第３四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年12月31日ま

で)に係る四半期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間(平成22年10月１日から平成22年12月31日

まで)及び当第３四半期連結累計期間(平成22年４月１日から平成22年12月31日まで)に係る四半期連結財

務諸表について、井上監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,700 2,732

受取手形及び売掛金 28,208 15,845

商品及び製品 26,392 20,369

仕掛品 818 707

原材料及び貯蔵品 2,501 2,111

その他 4,097 3,262

貸倒引当金 △78 △74

流動資産合計 65,641 44,953

固定資産

有形固定資産 ※１
 12,741

※１
 11,568

無形固定資産

のれん 372 132

その他 433 484

無形固定資産合計 806 616

投資その他の資産

投資有価証券 3,849 4,151

その他 3,452 3,014

貸倒引当金 △24 △3

投資その他の資産合計 7,276 7,162

固定資産合計 20,825 19,347

資産合計 86,466 64,301
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（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 9,788 5,965

短期借入金 41,950 26,724

未払法人税等 971 720

引当金 310 667

その他 5,999 4,559

流動負債合計 59,020 38,637

固定負債

長期借入金 3,854 2,712

退職給付引当金 4,119 3,525

その他の引当金 79 75

資産除去債務 49 －

その他 1,135 812

固定負債合計 9,237 7,125

負債合計 68,258 45,763

純資産の部

株主資本

資本金 5,664 5,664

資本剰余金 749 749

利益剰余金 12,679 12,589

自己株式 △736 △612

株主資本合計 18,357 18,391

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △600 △333

繰延ヘッジ損益 △2 24

為替換算調整勘定 △43 △30

評価・換算差額等合計 △645 △339

少数株主持分 496 485

純資産合計 18,207 18,538

負債純資産合計 86,466 64,301

EDINET提出書類

株式会社　極洋(E00012)

四半期報告書

14/29



(2)【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

売上高 113,002 125,465

売上原価 99,224 111,235

売上総利益 13,777 14,230

販売費及び一般管理費

給料手当及び賞与 2,736 2,917

賞与引当金繰入額 225 243

退職給付費用 1,000 961

役員退職慰労引当金繰入額 1 －

貸倒引当金繰入額 12 8

その他 7,883 8,647

販売費及び一般管理費合計 11,859 12,778

営業利益 1,918 1,451

営業外収益

受取利息 45 66

受取配当金 293 85

為替差益 180 182

その他 122 156

営業外収益合計 642 490

営業外費用

支払利息 277 279

その他 15 16

営業外費用合計 293 295

経常利益 2,267 1,646

特別利益

固定資産処分益 5 5

負ののれん発生益 － 21

投資有価証券売却益 1 －

その他 0 1

特別利益合計 7 28

特別損失

固定資産処分損 70 3

投資有価証券評価損 3 105

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 27

投資有価証券売却損 287 1

その他 20 0

特別損失合計 380 138

税金等調整前四半期純利益 1,894 1,536

法人税、住民税及び事業税 878 1,107

法人税等調整額 △93 △202

法人税等合計 784 904

少数株主損益調整前四半期純利益 － 631

少数株主利益 115 13

四半期純利益 994 618
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

前第３四半期連結会計期間
(自 平成21年10月１日
　至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自 平成22年10月１日
　至 平成22年12月31日)

売上高 42,537 47,833

売上原価 37,732 42,463

売上総利益 4,804 5,369

販売費及び一般管理費

給料手当及び賞与 1,263 1,372

退職給付費用 330 317

役員退職慰労引当金繰入額 1 －

貸倒引当金繰入額 4 5

その他 2,495 2,778

販売費及び一般管理費合計 4,094 4,473

営業利益 709 895

営業外収益

受取利息 18 19

受取配当金 18 21

為替差益 33 82

その他 40 45

営業外収益合計 111 169

営業外費用

支払利息 99 104

その他 3 5

営業外費用合計 102 110

経常利益 717 954

特別利益

固定資産処分益 － 0

投資有価証券評価損戻入益 － 774

投資有価証券売却益 1 －

特別利益合計 1 775

特別損失

固定資産処分損 68 1

投資有価証券評価損 3 －

投資有価証券売却損 － 0

その他 0 0

特別損失合計 72 1

税金等調整前四半期純利益 647 1,728

法人税、住民税及び事業税 318 825

法人税等調整額 20 40

法人税等合計 338 866

少数株主損益調整前四半期純利益 － 862

少数株主利益又は少数株主損失（△） 0 △0

四半期純利益 308 862
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 1,894 1,536

減価償却費 1,215 1,562

貸倒引当金の増減額（△は減少） 30 5

退職給付引当金の増減額（△は減少） 668 580

その他の引当金の増減額（△は減少） △375 △360

受取利息及び受取配当金 △106 △151

支払利息 277 279

売上債権の増減額（△は増加） △7,935 △12,142

その他債権の増減額(△は増加) △89 300

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,416 △6,144

仕入債務の増減額（△は減少） 1,693 3,573

その他 743 36

小計 △3,400 △10,924

利息及び配当金の受取額 92 128

利息の支払額 △278 △281

法人税等の支払額 △1,336 △823

営業活動によるキャッシュ・フロー △4,922 △11,900

投資活動によるキャッシュ・フロー

固定資産の取得による支出 △2,382 △1,739

固定資産の売却による収入 5 296

投資有価証券の取得による支出 △901 △242

投資有価証券の売却による収入 390 4

連結の範囲の変更を伴う子会社株式取得による
収入

－ 88

事業譲受による支出 － △551

貸付けによる支出 △1,132 △24

その他 39 10

投資活動によるキャッシュ・フロー △3,980 △2,157

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 8,632 14,555

長期借入れによる収入 1,205 2,040

長期借入金の返済による支出 △325 △565

配当金の支払額 △529 △529

その他 △249 △434

財務活動によるキャッシュ・フロー 8,733 15,065

現金及び現金同等物に係る換算差額 8 △27

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △160 979

現金及び現金同等物の期首残高 3,707 2,672

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１
 3,546

※１
 3,652
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
  至　平成22年12月31日)

１．連結の範囲に関す

る事項の変更

（１）連結の範囲の変更

　　　第１四半期連結会計期間より、新たに設立したキョクヨーマリン愛媛㈱及び極

　　洋フレッシュ㈱を、第２四半期連結会計期間より、株式の取得により海洋フーズ

　　㈱、新たに設立したエス・ティー・アイ㈱他３社を連結の範囲に含めております。　

 

（２）変更後の連結子会社の数

　　　23社

　　

２．会計処理基準に関

する事項の変更

（１）「資産除去債務に関する会計基準」等の適用

　 　 第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基

　  準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」

　　（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用しております。

      これにより、当第３四半期連結累計期間の営業利益及び経常利益は、それぞれ２

　　百万円減少し、税金等調整前四半期純利益は、29百万円減少しております。

　　　

（２）「企業結合に関する会計基準」等の適用

　 　 第２四半期連結会計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第

　  21号　平成20年12月26日）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第

　　22号　平成20年12月26日）、「『研究開発費等に係る会計基準』の一部改正」（企

　　業会計基準第23号　平成20年12月26日）、「事業分離等に関する会計基準」（企業

　　会計基準第７号　平成20年12月26日）、「持分法に関する会計基準」（企業会計基

　　準第16号　平成20年12月26日公表）及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基

　　準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　平成20年12月26日）を適用

　　しております。

　　　

　

【表示方法の変更】

　

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
  至　平成22年12月31日)

（四半期連結損益計算書関係）

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく財務諸表等規則等の一

部を改正する内閣府令（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当第３四半期連結累計期間では、

「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。

 

　

当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年10月１日
  至　平成22年12月31日)

（四半期連結損益計算書関係）

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく財務諸表等規則等の一

部を改正する内閣府令（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当第３四半期連結会計期間では、

「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。
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【簡便な会計処理】

　

　
当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
  至　平成22年12月31日)

１．棚卸資産の評価方

法

当第３四半期連結会計期間末のたな卸高の算出に関しては、実地たな卸を省略し、前連

結会計年度末の実地たな卸高を基礎として合理的な方法により算出する方法によってお

ります。

２．法人税等並びに繰

延税金資産及び繰

延税金負債の算定

方法

繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、か

つ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められるので、前連結会計年度におい

て使用した将来の業績予測やタックス・プランニングを利用する方法によっておりま

す。

３．固定資産の減価償

却費の算定方法

減価償却費の算定に関しては、年間償却予定額を期間按分する方法により、期首からの

累計期間の減価償却費として計上しております。

 
　

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

※１ 有形固定資産減価償却累計額 14,797百万円
　

※１ 有形固定資産減価償却累計額 13,679百万円
　

  ２ 偶発債務   ２ 偶発債務

　 　次の通り連結会社以外の会社の金融機関等から

の借入に対し、債務保証を行っております。

　 　次の通り連結会社以外の会社の金融機関等から

の借入に対し、債務保証を行っております。

　 THE UNION FROZEN 
  PRODUCTS CO.,LTD. 

1,000百万円

               計 1,000　
　

　 THE UNION FROZEN 
  PRODUCTS CO.,LTD. 

1,000百万円

                 計 1,000　
　

　

(四半期連結損益計算書関係)

第３四半期連結累計期間

　

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
  至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
  至　平成22年12月31日)

　該当する事項はありません。

 

　同左

　

第３四半期連結会計期間

　

前第３四半期連結会計期間
(自  平成21年10月１日
至  平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自  平成22年10月１日
至  平成22年12月31日)

　該当する事項はありません。 　同左
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
  至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
  至　平成22年12月31日)

※１

 
現金及び現金同等物の四半期残高と四半期連結

貸借対照表に記載されている科目の金額との関

係

現金及び預金勘定 3,595百万円

預入期間が３ヶ月を超える
定期預金

△48　 

          計　　 3,546　
 

※１ 現金及び現金同等物の四半期残高と四半期連結

貸借対照表に記載されている科目の金額との関

係

現金及び預金勘定 3,700百万円

預入期間が３ヶ月を超える
定期預金

△48　 

         計 3,652　

　

(株主資本等関係)

  当第３四半期連結会計期間末(平成22年12月31日)及び当第３四半期連結累計期間(自 平成22年４月１日

至 平成22年12月31日)

１　発行済株式の種類及び総数

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 109,282,837

　
２　自己株式の種類及び株式数

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 4,184,693

　
３　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成22年６月25日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 529 ５ 平成22年３月31日 平成22年６月28日

　

　(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

　
該当する事項はありません。
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(セグメント情報等)

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間(自　平成21年10月１日  至  平成21年12月31日)

　

　
水産商事
(百万円)

加工食品
(百万円)

物流
サービス
(百万円)

鰹・鮪
(百万円)

その他
(百万円)

計
(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

20,09315,2621,4945,669 16 42,537 ― 42,537

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

4,876 507 183 82 171 5,820(5,820) ―

計 24,96915,7691,6785,752 188 48,357(5,820)42,537

営業利益（△損失） 533 302 △112 59 17 800(   91)709

(注)１．事業区分の方法　

　事業の区分は、内部利益管理上採用している区分によっております。

　　２．各事業区分の事業内容及び主要製品

事業区分 事業内容 主要製品

(1)水産商事 水産物の買付、販売 冷凍魚介類

(2)加工食品 冷凍食品の製造、買付販売及び缶詰等の加工食品の販売 冷凍食品、缶詰

(3)物流サービス冷蔵倉庫業及び海上運送業 　

(4)鰹・鮪 鰹・鮪の漁獲、養殖、製造加工、販売 冷凍かつお、まぐろ

(5)その他 保険代理店業等 　

　

前第３四半期連結累計期間(自  平成21年4月１日  至  平成21年12月31日)

　

　
水産商事
(百万円)

加工食品
(百万円)

物流
サービス
(百万円)

鰹・鮪
(百万円)

その他
(百万円)

計
(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

50,60743,1883,94715,215 44 113,002 ― 113,002

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

11,3711,265 512 443 522 14,114(14,114)―

計 61,97844,4534,45915,659 566127,117(14,114)113,002

営業利益 966 780 15 485 75 2,323(   404)1,918

(注)１．事業区分の方法　

　事業の区分は、内部利益管理上採用している区分によっております。

　　２．各事業区分の事業内容及び主要製品

事業区分 事業内容 主要製品

(1)水産商事 水産物の買付、販売 冷凍魚介類

(2)加工食品 冷凍食品の製造、買付販売及び缶詰等の加工食品の販売 冷凍食品、缶詰

(3)物流サービス冷蔵倉庫業及び海上運送業 　

(4)鰹・鮪 鰹・鮪の漁獲、養殖、製造加工、販売 冷凍かつお、まぐろ

(5)その他 保険代理店業等 　
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【所在地別セグメント情報】

　前第３四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）及び前第３四半期連結累計

期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）

　全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が、90％を超えているため、所在地別セグメント情報

の記載を省略しております。

　

【海外売上高】

　前第３四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）及び前第３四半期連結累計

期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）

　海外売上高の合計が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。

　

【セグメント情報】

（追加情報）

第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　

平成21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第20号　平成20年３月21日）を適用しております。

　

１　報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務諸表が入手可能であり、取締役会が、

経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものでありま

す。

当社は、製品・サービス別に「水産商事」、「冷凍食品」、「常温食品」、「物流サービス」、「鰹・

鮪」、「その他」を報告セグメントとしております。

「水産商事」は、冷凍魚介類等水産物の買付、販売を行っております。

「冷凍食品」は、冷凍食品の製造、買付、販売を行っております。

「常温食品」は、缶詰や海産物珍味等常温食品の製造、買付、販売を行っております。

「物流サービス」は、冷蔵倉庫業及び冷蔵運搬船による海上運送業を行っております。

「鰹・鮪」は、鰹・鮪の漁獲、養殖、製造加工、販売を行っております。

「その他」は、保険代理店業等を行っております。
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２　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第３四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日)

　 　 　 　 　 　 　 (単位：百万円)

　 水産商事 冷凍食品 常温食品
物流
サービス

鰹・鮪 その他 合計
調整額
(注１)

四半期
連結損益
計算書
計上額
(注２)

売上高 　 　 　 　 　 　 　
　 　

  外部顧客への売上高 61,31232,22510,1872,88518,805 49125,465─ 125,465

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

10,9931,602 168 677 952 61115,006△15,006 ─

計 72,30633,82710,3553,56219,758661140,471△15,006125,465

セグメント利益又は
損失（△）

1,383 372 248 △455 320 48 1,917△465 1,451

（注）１．セグメント利益の調整額465百万円には、のれんの償却額13百万円、各報告セグメントに配分していない全

        社費用486百万円が含まれております。全社費用は、主に親会社本社の総務部門等管理部門に係る費用であり

　　　　ます。

　　　２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

当第３四半期連結会計期間(自  平成22年10月１日  至  平成22年12月31日)

　 　 　 　 　 　 　 (単位：百万円)

　 水産商事 冷凍食品 常温食品
物流
サービス

鰹・鮪 その他 合計
調整額
(注１)

四半期
連結損益
計算書
計上額
(注２)

売上高 　 　 　 　 　 　 　
　 　

  外部顧客への売上高 25,40912,2173,360 857 5,968 20 47,833 ─ 47,833

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

5,105 624 61 252 310 210 6,565△6,565 ─

計 30,51512,8413,4211,1096,279 23054,399△6,56547,833

セグメント利益又は
損失（△）

763 250 79 △175 74 38 1,030△134 895

（注）１．セグメント利益の調整額134百万円には、のれんの償却額６百万円、各報告セグメントに配分していない全

        社費用134百万円が含まれております。全社費用は、主に親会社本社の総務部門等管理部門に係る費用であり

　　　　ます。

　　　２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

３　報告セグメントの変更等に関する事項

　該当する事項はありません。　

　

４　報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当する事項はありません。　
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

　
 

168.52円
 

　

　
 

170.61円
 

　

　

２　１株当たり四半期純利益金額

　　第３四半期連結累計期間

　
前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

　 　

１株当たり四半期純利益金額 9.40円
　

　 　

１株当たり四半期純利益金額 5.85円

　

(注)　１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しない

　　ため記載しておりません。

    　２．１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

項目
前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(百万円) 994 618

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 994 618

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ─

普通株式の期中平均株式数(千株) 105,811 105,709

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益金額の算定に含まれなかった
潜在株式について前連結会計年度末から重要な変
動がある場合の概要

― ─
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第３四半期連結会計期間

　

前第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年10月１日
　至　平成22年12月31日)

　 　

１株当たり四半期純利益金額 2.91円
　

　 　

１株当たり四半期純利益金額 8.18円

　

(注)　１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しない

　　ため記載しておりません。

    　２．１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

項目
前第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年10月１日
　至　平成22年12月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(百万円) 308 862

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 308 862

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ─

普通株式の期中平均株式数(千株) 105,810 105,512

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益金額の算定に含まれなかった
潜在株式について前連結会計年度末から重要な変
動がある場合の概要

― ─
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２ 【その他】

該当する事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成22年２月９日

株式会社　極　洋

取締役会  御中

　

井上監査法人

　

代表社員
業務執行社員

　 公認会計士　平　　松　　正　　己　　印

　
代表社員
業務執行社員

　 公認会計士　佐　　藤　　賢　　治　　印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社極洋の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成21

年10月１日から平成21年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年12月31

日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結

キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社極洋及び連結子会社の平成21年12月

31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成

績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が

すべての重要な点において認められなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成23年２月８日

株式会社　極洋

取締役会  御中

　

井上監査法人

　

代表社員
業務執行社員

　 公認会計士　平　　松　　正　　己　　印

　
代表社員
業務執行社員

　 公認会計士　佐　　藤　　賢　　治　　印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社極洋の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成22

年10月１日から平成22年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成22年４月１日から平成22年12月31

日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結

キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社極洋及び連結子会社の平成22年12月

31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成

績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が

すべての重要な点において認められなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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